
政 治・経 済

〔第一問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

ａ
日本の裁判所は，最高裁判所と下級裁判所（高等裁判所・地方裁判所・家庭裁判

所・簡易裁判所）から成り立っている。最高裁判所は，長官1名と判事14名で構成

される。高等裁判所は全国に8カ所，地方裁判所と家庭裁判所はそれぞれ50カ所

（加えて地方裁判所に支部，家庭裁判所に支部と出張所を，それぞれ設置），簡易裁

判所は全国に438カ所ある。

日本の裁判は，審理の慎重を期し，誤りがないようにするため，3回まで裁判を

受けることができる。このような審級制度を Ａ という。また，確定した

判決でも，事実認定の誤りを理由に，判決以前の状態に戻して，裁判のやり直しを

請求することができる。これを Ｂ 請求制度という。

裁判は， Ｃ 裁判（訴訟）と Ｄ 裁判（訴訟）に大別される。個人の

間の主に財産権に関する紛争の解決を求めるのが Ｃ 裁判（訴訟）である。

他方で，犯罪被疑者の有罪・無罪の判断と科すべき処罰の有無及び程度を審理・決

定する手続きを行うのが Ｄ 裁判（訴訟）である。このほかにも Ｃ

裁判（訴訟）の一種として，公法上の権利関係の確定と行政官庁による処分の取り消

し・変更その他の請求をめぐる行政裁判（訴訟）がある。なお，日本国憲法82条

は，公正に裁判が行われるように，裁判の Ｅ （ Ｅ 裁判）の原則も

定めている。

裁判そのものに国民が参加する制度として，2009年に司法制度改革の一環とし

て導入された Ｆ 制度がある。これは，18歳以上の国民から選ばれた

Ｆ が裁判官とともに殺人や強盗致死傷など重大事件の第一審で，犯罪被疑

者の有罪・無罪の判断，刑罰の有無や程度について決定するものである。また，検

察官が不起訴処分を行った場合に有権者の中からくじで選ばれた審査員が，その処

分の当否を判断する制度として Ｇ 会（1948年設置）が存在している。
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（問1） 空欄Ａ～Ｇに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 下線部ａに関連して誤っているものを次のア～エより1つ選び，その記号

を解答欄に記入しなさい。

ア．最高裁判所長官は，内閣の指名に基づいて天皇が任命する。

イ．最高裁判所の裁判官は，着任後に国民審査を受け，投票者の3分の1以

上が罷免を可とする場合には罷免される。

ウ．下級裁判所の裁判官は，最高裁判所の指名した名簿のなかから内閣が任

命する。

エ．裁判官は，その良心に従い独立してその職権を行うことができ，日本国

憲法と法律にのみ拘束される。

Ａ2 政治・経済
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〔第二問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

1929年の世界恐慌まで，世界の主要各国は金本位制を採用していた。金本位制

の下では，［ 1 ］銀行が発行する通貨は金との引きかえが約束された Ａ

紙幣であり，一国の通貨量は［ 1 ］銀行の金の保有量に左右された。
ａ
世界恐慌後

の1930年代になると，各国は不況を克服すべく金本位制を離れ，通貨を金の保有

量に関係なく発行できる Ｂ 制度に移行した。現在では，すべての国が

Ｂ 制度を採用している。

1930年代の大不況のなかで，資本主義列強は［ 2 ］経済を形成し，排他的な

保護 Ｃ や外貨取引制限によって，他地域との貿易や資本移動を制限し

た。この結果，世界貿易は停滞し，限られた販売市場をめぐって列強間の対立が深

まり，第二次世界大戦に突入していった。戦後になって，国際経済秩序の再建が図

られたが，その柱となったのが IMF（国際通貨基金）と GATT（ Ｃ と貿易に

関する一般協定）という二つの制度である。

IMFは［ 3 ］年のブレトン・ウッズ協定に基づいて設立された。同協定でド

ルは基軸通貨として「金1オンス＝［ 4 ］ドル」の比率で金との交換を保証され，

各国通貨はドルとの交換比率の変動を上下1％以内に抑えることが義務づけられ

た。また，同協定により［ 5 ］も設立された。GATTは自由，無差別，

Ｄ 主義の三原則を理念とし， Ｃ の引き下げや非 Ｃ 障壁の

撤廃を推進し，貿易の自由化に寄与した。

（問1） 空欄Ａ～Ｄに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 空欄1～5に入る最も適切な語句や数字を下記の語群から選び，その記号

を解答欄に記入しなさい。

ア．360 イ．38 ウ．35 エ．1944

オ．1947 カ．1949 キ．自 由 ク．ブロック

ケ．市 中 コ．バブル サ．グローバル

シ．ECSC ス．中 央 セ．AIIB

ソ．IBRD タ．世 界 チ．ECB
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（問3） 下線部ａの時期にアメリカで実施されたニューディール政策に関連するも

のとして，次のア～エのうちから誤っているものを1つ選び，その記号を解

答欄に記入しなさい。

ア．全国産業復興法 イ．社会保障法

ウ．タフト�ハートレー法 エ．テネシー川流域開発
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〔第三問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

租税の原則は以下の3つに集約されている。

公平は，水平的公平と Ａ 公平に分けられている。水平的公平とは

［ 1 ］が等しい人びとは等しく取り扱われるというものである。一方，

Ａ 公平は［ 1 ］が異なる人びとは異なるように取り扱われるというもの

である。

Ｂ とは，家計や企業といった経済主体の活動の妨げにならないようにす

ることである。簡素とは，課税や納税の手続きがわかりやすく，［ 2 ］の費用が

少ないことである。

わたしたちが行政サービスから利益を受けている分，その受益の大きさに応じて

租税を負担することを［ 3 ］負担という。一方，所得や資産を考慮し，租税を

［ 1 ］に応じて負担することを応能負担という。 Ｃ 制度は応能負担に

基づくものであり，所得再分配による格差是正に貢献している。

わたしたちは租税のほかに社会保険料も負担している。所得税や住民税などの租

税は，［ 4 ］や非課税所得が設けられており，一定の所得以下の世帯には課税さ

れない。しかし，社会保険料は，給付と負担の関係が明確であるが，低所得者にも

一定の負担がおよぶため，租税よりも Ｄ 性が強いといわれる。
ａ
租税負担

と社会保障負担の国民所得に対する割合を国民負担率という。近年，日本の国民負

担率は，［ 5 ］化や所得の低迷によって上昇している。

（問1） 空欄Ａ～Ｄに入る適切な語句を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 空欄1～5に入る最も適切な語句を下記の語群から選び，その記号を解答

欄に記入しなさい。

ア．少子高齢 イ．所得控除 ウ．一律給付

エ．税額控除 オ．担税力 カ．課税権

キ．コーホート ク．グローバル ケ．応 益

コ．義 務 サ．純負債 シ．徴 税

ス．脱 税 セ．節 税
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23



（問3） 下線部ａに関連して，日本，アメリカ，イギリス，ドイツ，フランス，ス

ウェーデンの6カ国についての記述として正しいものを1つ選び，その記号

を解答欄に記入しなさい（日本は2022年度実績，諸外国は2022年実績）。

ア．日本の国民負担率は6カ国の中でもっとも低い。

イ．スウェーデンの国民負担率は6カ国の中でもっとも高い。

ウ．アメリカの国民負担率は6カ国の中でもっとも低い。

エ．イギリスの国民負担率は6カ国の中でもっとも高い。
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〔第四問〕 次の文章を読み，設問に答えなさい。

近代的な国際関係は，1648年に三十年戦争を終結するために締結された

Ａ 条約により，対等な主権国家が併存する体制として成立した。その後，

Ｂ 年に始まるフランス革命を契機として，主権国家は，君主ではなく国民

によって統治される国民国家へと変化していった。第二次世界大戦後には，

Ｃ の原則のもと，アジアやアフリカを中心に多くの植民地が独立を果たし

た。さらに，国際社会の協調を図るため，
ａ
国際連合（UN）が設立された。近年で

は，国際人権団体や国際環境団体などの Ｄ （NGO）も，国際社会において

重要な役割を果たしている。また，ヨーロッパにおいては，各国が主権の制約に合

意した上で，
ｂ
欧州連合（EU）が設立されている。

国際社会を規律する法分野としての国際法は，1982年に採択された
ｃ
国連海洋法

条約に見られるように，国家と国家の関係を対象とするものであった。しかし，国

際社会の発展とともに，個人の人権を保障することや，個人の行為を規制すること

も，国際法の中に含まれるようになった。例えば，国際連合は，1948年の

Ｅ を具体化するものとして，1966年に国際人権規約を採択している。さら

に，2002年には，個人の国際犯罪に対する刑事責任を問うため，
ｄ
国際刑事裁判所

が設置された。

（問1） 空欄Ａ～Ｅに入る適切な語句や数字を考え，解答欄に記入しなさい。

（問2） 下線部ａの国際連合（UN）に関する次のア～エの記述のうち，誤っている

ものを1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．本部は，スイスのジュネーブにある。

イ．国際司法裁判所は，勧告的意見を出すことができる。

ウ．総会において，全ての加盟国は平等な議決権を有する。

エ．安全保障理事会において，常任理事国は拒否権を有する。

Ａ2 政治・経済
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（問3） 下線部ｂの欧州連合（EU）に関する次のア～エの記述のうち，誤っている

ものを1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．欧州委員会は，EUの執行機関として日常的な政策運営を行う。

イ．欧州議会は，EU市民から直接選挙される議員によって構成される。

ウ．閣僚理事会は，EU法の解釈と適用に関する最終的な判断権限を有す

る。

エ．欧州理事会は，各国首脳，欧州委員会委員長，欧州理事会常任議長によ

って構成される。

（問4） 下線部ｃの国連海洋法条約に関する次のア～エの記述のうち，誤っている

ものを1つ選び，その記号を解答欄に記入しなさい。

ア．深海底は，人類の共同財産である。

イ．国家の主権が及ぶ領海の範囲は，基線から3海里以内である。

ウ．沿岸国は，排他的経済水域において，天然資源の保存や管理を行う権限

を有する。

エ．沿岸国は，接続水域において，出入国管理に関する法令違反を防止する

措置を講ずることができる。

（問5） 下線部ｄに関連して，国際刑事裁判所が裁く国際犯罪は，どのようなもの

かについて，簡潔に説明しなさい。
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